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2014年府労連秋季年末要求・要望書
大阪府経済に属する職・従業員の賃金・労働条件改善のため、第２回府労連中央委員会の決定に基づき夏季のとおり要求するので誠意ある回答をされたい。
1.  大阪府当局は府労連との労使慣行を厳守し、労働条件の改変にあたっては、一方的実施は行わないこと。また、「府市統合本部」・「大阪府・大阪市特別区設置協議会」（「法定協」）等における労働条件に係る議論につき、大阪府として実施する方針を取りまとめる場合は、労使協議を経て最終決定とする原則を確認すること。
	【要望事項】
「府市統合本部」・「大阪府・大阪市特別区設置協議会」（「法定協」）等において、労働条件に係る議論が予定される又は、なされた場合は引き続き情報提供を遅滞なく行うこと。 


2.  大阪府人事委員会勧告に基づき、職員給与を1.65％・6,450円引き上げること。また、これと連動する非常勤職員の報酬を引き上げること。55歳超え職員の昇給抑制は行わないこと。さらに、実公民較差は3.00％・11,563円であり、府職員給与は府内民間企業賃金より低位である。給料カット特例条例は約束どおり終了すること。
3.  12月期一時金（期末・勤勉手当）を12月10日に支給するとともに、人事委員会勧告において引き上げられた月数の配分については、育児休業取得者等に配慮すること。また、勤勉手当の差別的支給を行わないこと。
4.　交通用具使用者に係る通勤手当を引き上げること。　

	【要望事項】
通勤手当の経路認定については通勤実態に合わすこと。 


5.　「給与制度の総合的見直し」については、府内民間賃金の引下げに作用することのないよう、公民較差に基づき給料・手当の制度設計を行うことを基本に以下の事項について、適切に対応すること。
(1)　地域手当の府内一律支給を堅持。
(2)　単身赴任手当の引上げ。　
(3)　退職手当の調整額。
6.　早期退職者の特別措置制度を復元すること。
7.　旅費にかかる日当及び宿泊料を他府県並みとすること。
8.  臨時的任用職員、非常勤特別嘱託員、非常勤若年特別嘱託員等の給料並びに報酬カットは約束どおり終了すること。
また、公務における非常勤職員についても、パート労働法、労働契約法等民間労働法制の趣旨を踏まえた対応を行うとともに、その月例賃金・一時金・雇用などは、常勤職員と密接に関係してくることから労働条件を改善すること。
(1) 臨時的任用教職員の初任給の上限を撤廃すること。また、相当の経験年数を有する臨時講師について、教育職給料表2級を適用すること。
 (2) 国の措置にならって非常勤職員の基本となる給与については、当該非常勤職員の職務と類似する常勤職員の初任給の月額を基本として決定すること。また、下記の事項について改善すること。
① 基本となる給与については、職務内容、在勤地域、職務経験の要素を考慮すること。
② 相当長期にわたって勤務する非常勤職員に対して、期末手当に相当する給与を、勤務期間等を考慮して支給すること。
(3)  非常勤作業員の待遇などの労働条件問題は常勤職員と共通・密接に関連するものであることから同等とする方向で改善すること。
	【要望事項】
1.　非常勤職員については、国は一般職、地方公共団体では特別職とされ、職員団体への加入や手当の支給が禁止されている。地方公務員法及び地方自治法の改正を国に要望すること。
2.　 臨時的任用職員・非常勤職員の任用期間は、業務の遂行に必要な期間を考慮し決定すること。また、再度の任用となった場合も「空白期間の設定」にとらわれず同様とすること。
 


9.  2010年の給与制度改革により、昇給がないとされた者の志気高揚及び技能労務職員に係る懸案課題等について速やかに解決を図るため、「総合的な人事制度」を構築すること。　
(1) 「副主査任用基準」を整備するなかで、業務に必要な資格及び研修項目等について、府労連と十分協議を行うこと。また、職務段階別加算を見直すこと。
(2)   技能労務職員の勤務労働条件について速やかに解決を図ること。
① 技能労務職給料表3級の水準を他府県並みに引き上げること。
② 行政職等への転任選考の実施について、適切に対応すること。
  (3)  課長級昇任考査を行う場合は、基準について府労連との協議を行うこと。
(4)　学校事務職員・技能労務職員・放射線技師等少数職場・職種について、労働条件の改善も含め人材育成と志気高揚を図ること。
	【要望事項】
1.　一般行政職の3類主査枠を拡大すること。
2.　技能労務職員の勤務労働条件について以下の事項を行うこと。
① 責任体制を明確化するため、主査枠の拡大を図ること。
② 技能労務業務のあり方議論による職の確立を踏まえ、新規採用を含めた職員配置及び必要な改善に向けた措置を行うこと。
3.  少数職場・職種に働く職員についても、人材育成と志気高揚を図る観点から「組織・職制」「任用」「給与」等総合的な人事制度を確立すること。
　 また、「技術職エントリー制度」については、その対象を課長補佐まで拡大すること。
4.　人事制度の整備の前提となる将来の組織や職制のあり方について検討結果を早急に提示すること。


10.  人事評価制度、教職員の評価育成システムについては、5原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性、合目的性）2要件（労使協議制度の確立・苦情処理機関の設置）の確立が必須であると考える。
また、制度の目的である職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図る（教職員の評価育成システムにおいては「教職員の意欲・資質能力の向上、教育活動等の充実及び学校の活性化に資すること」）観点から、知事部局における「相対評価」の見直し議論や教員の「生徒または保護者による授業アンケートを活用した教員評価」の実施状況を踏まえ徹底的な検証を行うことが求められる。
よって、評価制度の趣旨どおり行うことはもとより、給与反映をしないこと。
	【要望事項】
知事部局の相対評価に基づく「人事評価制度」は、人事局の行ったアンケート結果において、人事評価制度とはいえないものと認識されている。抜本的な改善策を提示すること。


11.  雇用と年金の確実な接続を図るため、再任用職員の給料・手当の改善を図ること。特に、給料については「国家公務員の雇用と年金の接続について」（2013年3月26日　閣議決定）に基づく定年制の段階的延長を視野に入れるとともに「職務給の原則」を踏まえた対応を行うこと。
	【要望事項】
1　短時間再任用者の健康保険加入を推進すること。
2　再任用職員が培ってきた多様な専門的知識や経験について、公務内で積極的に活用できる制度運用を行い、これに向けた環境整備を行うこと。
3　現行再任用の更新を希望する職員については原則雇用すること。


12.「職員基本条例」、「労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例」の運用に係る勤務労働条件の諸課題については、府労連と十分な協議を行うこと。
13.「府市統合」等により職員の勤務・労働条件の変更を伴う場合は誠実な労使交渉を行うこと。
14.　文部科学省の勤務実態調査をふまえ、教職調整額の支給率の引き上げを図るとともに、修学旅行等引率指導業務手当等の「教員特殊業務手当」を引き上げること。
15.  職員削減が進められているなか、職場では組織の活性化・労働条件の悪化・府民サービスの低下が危惧される。必要な新規採用職員の確保や教職員の確保など適切な措置を講じること。
16.  年度途中退職、産育休、長期の病気療養、休職、および育児の短時間勤務導入に伴い、通常勤務する職員の労働条件の維持が困難となり、当該職員も安心して休暇等取得することに支障が生じている。代替職員など必要な措置を講じること。また、女性職員の増加等に伴い育産休の増加する実態を踏まえ、現行「産休代替三原則」を検討するなど代替職員配置基準を見直すこと。
17.  ワークライフバランスを推進し、男女がともに、仕事と家庭生活を両立することを支援する立場から、延長次世代育成支援法に基づく特定事業主行動計画の策定が求められていることからも、次の事項を実現すること。 

(1) 育児時間の子の対象年齢の引き上げと時間の延長、期間の延長を行うこと。
(2) 子の看護休暇の取得要件の拡大を行うこと。また、一定の要件を満たす場合は対象者の拡大を行うこと。
(3) 育児休業等の男性職員の取得促進に向けた対策を講じること。併せて、期間の全てを退職手当の勤続年数に算入すること。
(4) 介護のための休暇・欠勤制度の充実と運用の改善を行うこと。あわせて、要介護状態が続く限り介護休暇制度を延長すること。
(5) 育児休業・介護休暇制度について、代替要員の完全確保など取得しやすい条件整備を行うこと。
介護休暇者、病気休職者の職場復帰後の昇給復元措置の改善を図ること。
(6) 介護のための離職再任用については既に教員において導入されているところであるが、対象職員を拡大すること。
    (7) 超過勤務縮減のため、「ゆとりの日｣の定着・拡大の取組の徹底、ＳＳＣスリットによる退勤管理を活用した各職場における時間外勤務の実態把握、業務内容・分担の改善、人員配置や「上限規制」及び「過重労働による健康障害防止のための産業医による保健指導実施要綱」の徹底、36協定の趣旨の徹底など、実効ある具体的な縮減策を講じること。
(8) 月45時間以上60時間未満の時間外労働についても、超過勤務の縮減の観点から、割増率を150/100とすること。
(9) 「配偶者同行休業制度」を直ちに実施すること。
また、配偶者の離職防止とする制度創設の趣旨に鑑み、休業理由・対象者の拡大を図ること。
(10) 年次有給休暇の取得を促進するため、年次有給休暇の取得開始を10月にすること。
(11) 自己啓発、職業能力開発、授業参観など府政貢献等のための総合的休業制度を確立すること。
(12) ドナー休暇については、適用者範囲と対象臓器の拡大を図ること。
	【要望事項】
1　行政改革推進プランの策定について、労働条件に関する事項は適宜情報提供を行うこと。
2　2010年6月よりスタートしている教職員の適正な労働時間の把握について、市町村教育委員会への指導を徹底すること。教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが2013年3月に取りまとめた「教職員の業務負担軽減に関する報告書」に示されている事項を推進すること。
また、土曜授業の実施にかかる勤務・労働条件の変更は労使協議事項であることを各市町村に周知すること。


18． 男女共同参画社会の実現、男女がともに働きやすい職場環境の整備とセクシャルハラスメント防止、パワーハラスメントの防止について周知、及び管理職研修など実効ある対策を講じること。
併せて、厚生労働省の「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告」等を踏まえ、防止策について府労連との協議を行うこと。
19.  職・従業員の心身の健康の保持・増進と疾病予防のために、総合的な健康管理システムを構築し、健康で働き続けられる条件整備を進めること。
(1) ＩＴ化にともなう職場環境の改善について「新ＶＤＴ作業ガイドライン」に沿って、職場の労働安全衛生対策を講じること｡
(2) 定期健康診断の検診項目を必要に応じ拡大すること。また、地共済・公立学校共済が実施する人間ドックの検診項目・受診枠の拡大や個人負担分の軽減につながるよう必要な措置を行うこと。
　2013年度から実施されている知事部局での「55セルフドック」については、受診状況を注視し、職免対応を検討すること。
(3) 精神疾患による休業者が増加していることを踏まえ、労働条件の確保の観点からメンタルヘルスについての予防に向けた対策を強化するとともに、「改正労働安全衛生法」に基づく医師・保健師等による職員の継続的なストレス把握など系統的対策を確立し、既に策定した「大阪府職場復帰支援プログラム」、「府立学校職場復帰支援プログラム」にもとづく職場復帰支援策の検証を図ること。なお、「府立学校職場復帰支援プログラム」での支援職員の配置を拡充するなど労働条件の向上を図ること。　　
	【要望事項】
1　業務命令中の事故については公務災害を認定するよう努めること。
2　メンタルヘルス対策についての市町村教育委員会における支援策の策定状況を明らかにすること。
3　病気休暇の診断書の取扱いについて、短期入院の場合などは「退院証明書」を活用すること。


	【要望事項】
地方公務員法による「自動失職」に関する特例条項を設けること。とくに、公務中の事故等について無条件に「自動失職」が適用されることがないよう、分限条例を改正すること。


20． 府市統合に係る独法化等について勤務労働条件に係る事項は誠実に対応すること。なお、府立公衆衛生研究所については、正常化を図ること。
	【要望事項】
公立大学法人「大阪府立大学」と大阪府大学教職員ユニオン、地方独立行政法人「大阪府立病院機構」と府立病院労連、大阪府立産業技術総合研究所と産技研労組、大阪府立環境農林水産総合研究所と環農水研労組の職員の勤務・労働条件等の協議が誠実に行われるよう協力すること。


21. 任期付研究員および一般職の任期付職員については現場の労働条件に大きく関連することから、府労連の申し入れ事項及び任期付職員採用法の趣旨を踏まえ対応すること。
22.  大阪府においては障がい者雇用の拡大をめざしているところであるが障がいのある職員が安心して働き続けられるよう次の改善を行うこと。
 (1) 大阪府・府教委は、職場配置にあたっては職場環境・労働条件等の整備について、改正「障害者雇用促進法」及び「障害者差別解消法」（2016年4月1日施行）の「合理的配慮提供義務」を事務処理要領に記載するなど全庁的に周知し、障がいのある職員に対する合理的配慮を普遍的に行うこと。
(2) 転任選考等で課題とされた障がいのある職員に対する配慮を十分行うこと。
	【要望事項】　
　各市町村教育委員会へ助言を行うなど、障がいのある教職員が安心して働き続けることができるよう、小・中学校における職場環境整備を進めること。


23. 労働組合法7条3項、地方公務員法42条･43条ならびに「大阪府学校職員の互助制度に関する条例」及び「大阪府職員の共済制度に関する条例」制定の理念に基づき、互助会・互助組合等への補助金を復活するなど、職員の福利厚生事業を拡充すること
